
❶ 小さな拠点による地域づくりの主体として、既存の各町地域づく
り連絡協議会を改組した地域運営組織の立上げを支援する。

❷ 地域運営組織を指定管理者とする地区センター運営に移行する。
併せて、地区センターの役割を地域運営支援に重点化させる。

❸ 地域運営（コミュニティ活動）を支援するため、地域づくり交付

金制度を創設する。※既存補助金組替

行政サービスの維持・確保を図るため、市民協働理念に基づく行

政と住民のパートナーシップ構築を進める。

小さな拠点による地域づくり（令和元年～令和４年）

市民協働による課題解決
の仕組みを再構築

地区センター・市民セン
ターの支援機能を見直し

住民自治を進めやすい範
域に自治会などを再編３

２

１
〇地区センターの指定管理者

制度導入又は業務委託導入

〇地域運営組織の構築支援

〇行政組織見直し

・地域づくり応援室

・地域担当職員制度

〇行政区再編

〇区長制度見直し

〇自治会支援制度創設

〇地域貢献制度

報告資料No,4



期日 内容

令和元年

・小さな拠点による地域づくり施策（案）策定
・指定管理者制度等導入案等に係る市民説明、地区内議論
・指定管理者制度等導入案等に係る議会説明

令和２年
・地域づくり応援室設置
・地区センターの指定管理者制度導入（１地区 10月１日）

令和３年

・地区センターの指定管理者制度移行（全地区 ４月１日）
・地区センター運営業務委託移行（全地区 ４月１日）
・地域担当職員制度施行
・地域貢献制度施行
＊丸ごと相談員（社協職員） ７地区配置拡大

令和４年

・行政区再編施行 → 新行政区自治会への移行支援
・自治会支援制度導入 → 行政区自治会支援交付金制度
・地域運営組織（地域づくり団体）の運営支援
・地区センターの指定管理者制度導入後の費用と効果等の
検証と土淵地区の更新

５

取組スケジュール（令和元年度～令和４年度）






